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（組合員負担） 

平成18年9月から国共済年金の掛金率は 
　　　7.3835％になります 

保険料率は、掛金率（組合員負担）と負担金率（事業主負担）とで、2分の1ずつの負担となっています。 

20年9月～ 19年9月～ 18年9月～ 現　行 

平成16年の財政再計算により、掛金率は次表のとおりとなっています。 
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共済年金の1・2階部分（被用者年金制度に共通する給付）の保険料率につ
いては、国共済と地共済の保険料率が統一される翌年の平成22年以降、
今後廃止される職域部分（3階部分）も含めた保険料率を、1・2階部分の
保険料率として、毎年、厚生年金と同じ0.354％ずつ引き上げ、平成30年

に厚生年金の保険料率（18.3％）に統一。 

現行の公的年金としての職域部分（3階部分）は、平成22年に廃止し、新た
に公務員制度としての仕組みを設ける。 

　現在、共済年金の保険料率は、基礎年金（1階部分）、厚生年金相当
額（2階部分）及び職域部分（3階部分）に対応する率となっています
が、厚生年金の保険料率は、1階部分と2階部分に対応する率となっ
ています。 

被用者年金制度 
　共済年金制度(国家公務員共済、
地方公務員共済、私立学校教職員
共済)及び厚生年金保険制度を「被
用者年金制度」といいます。 

厚生年金 
引上げ幅0.354％ 
平成29年に上限 

公務員共済の保険料率
は平成21年に統一 

国共済
14.638％ 

予定されていた1～3階分の
保険料率から厚生年金と同じ
0.354％ずつ引上げ（この場
合、平成30年に統一。平成
22年における、予定されてい
た1･2階分の保険料率からの
引上げ幅は1.408％） 
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国共済 
1・2階部分のみ 
13.5％ 
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職域部分 
　職域部分（3階部分）は、公務の能率的な
運営に資するという観点から、公務員の身分
上の制約等の特殊な立場を考え、公務員の
退職後の生活の安定に寄与する目的で昭和
61年に設けられたものです。 

職域部
分 

の取扱
い 

■ 民間企業には企業年金が普及していることなどから、人事院による諸外国の公務員年金
や民間の企業年金及び退職金の実態調査結果を踏まえて、新たに公務員制度としての仕組みを制度

設計することとされています。 
■ なお、職域部分の廃止に際し、 
★現行制度に基づく既裁定年金（決定済の年金）の給付は存続
する。 

★未裁定者については、これまでの加入期間に応じた給付を行
うことを基本としつつ、公務員共済については、公務員制度と
しての新たな仕組みの制度設計を踏まえて検討する。 

こととされています。 

「被用者年金制度の一元化等に関する基本方針」閣議決定の原文は、ＫＫＲホームページおよびＫＫＲ紙5月10日発行No.733に掲載しています。 
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保険料率の統一スケジュール（公務員共済） 

被用者年金制度の一元化について 

保険料
率 

の統一
 

平成18年4月28日に閣議決定された「被用者年金制度の一元化等に関する基本方針」 
の主なポイントを説明します。 


